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1．はじめに 

 我が国およびアメリカ合衆国、ロシア連邦、ヒマラヤ

西部などでは、冬期の地震に伴う雪崩被害について報告

されている 1)-3)。防災・減災の観点から、地震時の雪崩

発生危険度を評価することは重要であり、雪崩発生の誘

因となる地震動を考慮した斜面積雪の安定度に関する評

価手法が提案されている 2)-5)。これらの評価手法では、

地震動による地表面の加速度がそのままの大きさで斜面

積雪に作用すると仮定されている。しかし、地震動によ

っては、斜面積雪の加速度が地表面の加速度より大きく

なる可能性が考慮される。そこで、本研究では振動実験

により斜面積雪の地震応答を調べ、その特徴をとりまと

めた。また、振動実験の結果を用いて、地震による雪崩

発生危険度について推定した。なお、ここでは横揺れの

地震動のみを対象とし、せん断破壊による雪崩を想定す

る。 

 

2．振動実験の方法 

斜面積雪の応答実験は、日本の北海道に位置する寒地

土木研究所石狩吹雪実験場(N43°12’55’’, E141°23’23’’)で、

2014~2015 年の 1～3 月に行った。観測項目は、積雪試

料（以下、試料という）および振動台の加速度と、試料

の積雪物性（高さ・層構造・粒度・密度・硬度・雪温）

である。はじめに、実験に用いる試料を作成するための

雪塊を、屋外の自然積雪から切り出した。この雪塊を幅

40cm×長さ 55cm×高さ 40～70cm 程度の平行四辺形

（対角 60°、120°）の試料に整形した。建屋内に設置し

た振動台（2m×2m）上に L 型鋼材により強固に固定し

た勾配 30°の斜面模型上（幅 50cm×長さ 55cm）に、

積雪層構造が斜面にほぼ平行になるように試料を設置し

た（図－1）。また、積雪底面の滑りを防ぐため、斜面

には長さ 5cm の釘を縦横 6cm 間隔で打ち付けた。加え

て、加速度（正）側の L 型鋼材を透明アクリル板と万

力で固定のうえ、試料前面との空間に試料と同質の雪を

充填してふさいだ。つぎに、試料内に 3～6 個の加速度

計（18×18×24mm3、 40g:ASW-5A）を鉛直高さ方向に

約 10～20cm 間隔で挿入した。なお、実験条件によって

は、試料の重量を増加させることを目的に、質量 15kg

の格子状のウェイト（幅 30cm×長さ 45cm×高さ 5.3cm）

を、質量 0.075kg／本のコの字型の固定ピン（幅 8cm×

長さ 15cm）32 本を用いて、試料の上部に固定した。試

料および加速度計の設置後、図－1 に示す水平方向に、

振動台の加速度を一定とした周波数 1～10Hz のスウィ

ープ加振を 3 分間実施し、試料を加振した。振動台に入

力する加速度の範囲は、0.1G～0.9G(1G=9.81m/s2)とした。

試料および振動台の加速度は、0.04 秒間隔で測定した。 

 

3．実験結果および考察 

振動実験は、様々な試料の条件および加速度により計

194 回行った。その結果、振動実験で得られた斜面積雪

の固有振動数をみると、いずれの斜面積雪においても測

定した範囲では 10Hz（固有周期 0.10s）となっており、

試料と振動台との加速度比（以下、応答倍率という）は

入力加速度または重量が大きい場合、また試料の上層ほ

ど大きい値を示した。振動数と応答倍率との関係の一例

を図－2 に示す。つぎに、試料ごとに雪質、積雪平均密

度(kg/m3)と平均硬度（kN/m2)、積雪深(m)、試料全体の

重量(kg)、ウェイトを考慮した換算積雪深(m)（ウェイ

トと試料の重量をもとに算定）、入力加速度(G)、なら

びに加速度計の応答倍率の最大値(10Hz の応答倍率)を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 振動実験の様子                図－2 応答倍率と振動数との関係(例) 
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記載した、測定結果のプロファイルを 800 通り作成した。

本研究では、実験時の試料の雪質と乾湿をもとに、しま

り雪（乾雪）、しまり雪（湿雪）、ざらめ雪（乾雪）、

ざらめ雪（湿雪）に分類した。雪質および加速度計高さ

ごとに入力加速度に対する応答倍率の最大値を目的変数、

積雪平均密度・平均硬度・積雪深・試料全体の重量・換

算積雪深・入力加速度を説明変数とした項目別の単相関

係数を求めたところ、いずれの雪質とも入力加速度(G)

と重量(kg)との単相関係数が高かった。そこで、表－1

に示す重回帰式を雪質および加速度計の高さごとに作成

した。ここで、Y は応答倍率の最大値、x1は入力加速度

(G)、x2は重量(kg)である。 

つぎに、任意の加速度(G)を x1 に、雪質ごとの平均的

な積雪重量を x2 に代入して、応答倍率の最大値を算出

した。積雪重量は体積と密度を乗じて求められる。体積

は、実験時の試料の断面積の平均値(0.176m2)と、換算

積雪深の平均値（しまり雪（乾雪）0.689m、ざらめ雪

（乾雪）0.658m、ざらめ雪（湿雪）0.624m）を乗じて

求めた。密度は、雪氷辞典 6)を参照し、しまり雪（乾雪）

は 325 kg/m3、ざらめ雪（乾雪）は 400 kg/m3、ざらめ雪

（湿雪）は 500 kg/m3 を採用した。これらを用いて、し

まり雪（乾雪）は 39.4kg、ざらめ雪（乾雪）は 46.3kg、

ざらめ雪（湿雪）は 54.9kg を平均的な積雪重量とした。 

表－1 の重回帰式と加速度、上記で求めた平均的な積雪

重量を用いて、加速度計の高さごとに応答倍率を求め、

プロットした（図－3）。あわせて、入力加速度ごとに、

プロットされた応答倍率を線形で近似した。その結果、

加速度計の各高さと応答倍率との間に比例関係が見られ、

上層ほど加速度が増加していた．このことから、雪質に

よらず斜面積雪を想定した試料の固有モードは 1 次モー

ドであることがわかる。また、加速度 0.2G では、加速

度計高さに対する応答倍率の分布形状はしまり雪、ざら

め雪ともほぼ同様である。一方、0.4G 以上では、ざら

め雪の応答倍率がしまり雪よりも大きくなり、湿雪の応

答倍率が乾雪より大きい結果となった。 

図－3 で得られた結果について、雪質と乾湿により応

答倍率に差異が出た原因を以下に推察する。積雪は、積

雪に作用する力が小さく、かつ作用時間が短い場合は、

弾性体である。本振動実験では水平方向に加振してせん

断力を与えているので、それに対する弾性（剛性）は次

のように考えられる。しまり雪（乾雪）の場合、密度の

増加により硬度やせん断強度が増加する 7)。一方、ざら

め雪は、乾き雪の場合しまり雪よりもせん断強度が小さ

いため 7)、水平力に対するせん断ひずみがしまり雪より

も大きくなる。加えて、重量も影響を与えるため、入力

加速度が大きくなるにしたがい、しまり雪よりも応答倍

率が大きくなったと考えられる。また、濡れ雪（湿雪）

になると、この傾向がより顕著になった。 

また、各雪質における加速度計高さ 30-39cm のデー

タを用いて、10Hz における応答倍率-1 を 100％とした

場合の応答倍率の増加割合の平均値を 0.5Hz ごとに算出

し、これらの関係を求めたところ表－2 に示す結果を得

た。 

  

4．地震による雪崩発生危険度の推定 

ここでは、3 章の振動実験の結果、過去の地震による

雪崩発生時の積雪観測データを用いて、地震動を考慮し

た斜面積雪の安定度 SI（Stability Index）を評価のうえ、

雪崩発生危険度を推定した。 

表－1 応答倍率の最大値Yと、入力加速度x1および重量x2 

との関係. 

 

※しまり雪（湿雪）は事例数が少ないため、本解析から除外し

た。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 実験結果に基づく斜面積雪の高さと応答倍率との関係（10Hz） 

表－2 10Hzを100%とした場合の応答倍率の増加割合

Y(%)と、周波数xとの関係 

 

※加速度計高さ30-39cm、1.0-10Hzのデータによる。

加速度計高さ 平均高さ N 重回帰式 R
2

10～20cm 15.7cm 140 Y=0.116x1+0.003x2+0.944 0.452

30～39cm 30.3cm 97 Y=0.190x1+0.005x2+0.919 0.449

40～49cm 40.7cm 91 Y=0.257x1+0.007x2+0.868 0.487

50～60cm 54.4cm 77 Y=0.399x1+0.007x2+0.844 0.407

10～20cm 15.0cm 51 Y=0.261x1+0.005x2+0.808 0.513

30～39cm 30.0cm 44 Y=0.513x1+0.008x2+0.676 0.778

40～49cm 40.8cm 49 Y=0.546x1+0.009x2+0.639 0.523

50～60cm 50.4cm 39 Y=0.677x1+0.011x2+0.524 0.539

10～20cm 15.0cm 55 Y=0.357x1+0.006x2+0.761 0.582

30～39cm 30.0cm 48 Y=0.577x1+0.009x2+0.630 0.554

40～49cm 40.0cm 48 Y=0.725x1+0.011x2+0.543 0.607

50～60cm 50.0cm 41 Y=1.043x1+0.012x2+0.442 0.629
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4．1．斜面積雪の安定度 

自然状態の斜面積雪の安定度 SI は、式(1)に示すよう

に、対象とする積雪層のせん断強度s とそれに働くせ

ん断応力n sinの比（図－4(a)）によって表され、安定

度 SI が小さいほど斜面積雪が不安定であり、斜面にお

ける積雪安定性評価および雪崩発生の目安として用いら

れている 7)。 




 sin

tancos

sin n

n

n

s C
SI





     (1) 

ここで、s は弱層など対象とする積雪層のせん断強度

(N/m2)、n は単位面積あたりの弱層上の積雪荷重(N/m2)

で、弱層上の積雪層の厚さ D(m)と密度(kg/m3)および

重力加速度 g(m/s2)から求められる(n=gD)。は斜面

勾配(ﾟ )である。式(1)の右辺は、せん断強度s をモー

ル・クーロンの破壊条件で表したものである。C は積雪

粒子の凝集力(N/m2)である。また、tanは雪粒子の内部

摩擦角である。内部摩擦角 tanは、新雪、こしまり雪、

こしもざらめ雪の場合において tanφ=0.21 と考慮され、

それ以外の雪質では無視できる 8) 。 

雪崩の発生と式(1)の斜面積雪の安定度 SI との関係に

ついて、実際の斜面では、積雪の側面等の繋がりによる

影響などがあるため、式(1)の斜面積雪の安定度 SI にお

ける雪崩発生の臨界値は必ずしも 1 とはならない 9)。そ

のため、実際の雪崩発生事例を用いた安定度 SI の臨界

値の検討が行われている。例えば、カナダでは、安定度

SI の雪崩発生の目安として、1.5 程度の値が示されてい

る 10)。よって、ここでは、斜面積雪の安定度が 1.5 以下

となる場合を雪崩発生の目安と考える。 

4．2．地震動を考慮した斜面積雪の安定度 

地震時の斜面積雪の安定度 SIE は、式(1)に地震動の水

平震度 a(図－4(b))を外力として加えた式(2)により表さ

れる 2)～6)。 

 
 


cossin

tansincos

a

aC
SI

n

n
E 


            (2) 

式(2)の水平震度 a は、重力加速度 g(gal)に対する地震動

の水平加速度(gal)の比、すなわち水平加速度(G)である。

水平震度 a は、地震時の盛土の安定性評価 11)や道路施

設の耐震性に関する検討 12)で用いられており、本稿で

も地震動の水平震度 a を用いて地震時の雪崩発生条件を

検討する。 

3 章で得た斜面積雪の固有モードが、振動実験条件よ

りも大きい積雪深でも成り立つと仮定すると、任意の積

雪深さおよび周波数の水平震度 a’は式(3)により表され

る。 

  11' 10  IRSRaa Hz              (3) 

ここで、SR10Hz は 10Hz における斜面積雪高さの応答倍

率（表－１、図－3 参照）、IR は 10Hz を 100％とした

場合の応答倍率の増加割合（表－2 参照）を示す。 

式(2)に加えて、松澤ら 5)は、地震時の盛土法面の安全

率評価方法を参考として、地震動と斜面積雪上部に作用

した雪粒子の結合による張力（引張破壊強度）を考慮し

た斜面積雪の安定度 SIE’を提案した。本研究では、松澤

らの式に、上記の水平震度 a’を考慮した式(4)を提案す

る。 

 
 


cos'sin

tansin'cos

aL

DaLCL
SI

n

tn
E 


    (4) 

ここで、L は弱層から上部の積雪層の長さ(m)、t は雪

の引張破壊強度（N/m2）、D は弱層より上部の積雪の

厚さ(m)である。 

4．3．地震発生時の斜面積雪の安定度の試算 

松下らは、地震による雪崩発生条件を検討するために、

地震によって発生した雪崩事例のうち、雪崩の種類や積

雪密度等の積雪観測データが示されている事例を整理し

た 14)。本研究では、そのうち、表層雪崩かつ防災科学

研究所強震観測網(K-NET, KiK-net)より最大加速度(gal)

と周波数(Hz)が得られた 2011 年 3 月の長野県北部地震
2)、2013 年 2 月の栃木県北部地震 3)によって発生した雪

崩事例を抽出のうえ、斜面積雪の安定度を試算した（表

－3）。なお、雪崩すべり面より上部の積雪は、長野県

北部地震はざらめ雪 2)、栃木県北部地震はしまり雪が主

体のため、ここでは Watanabe16)の各雪質における引張

破壊強度の関係式を用いた（式(5)）。 

)(1040.3

)(1078.7
24.34

60.23

しまり雪

ざらめ雪












t

t         (5) 

上記をもとに、各地震誘発雪崩事例の斜面積雪の安定

表－3 本研究で扱う地震によって発生した雪崩事例の条件整理14)に加筆 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 斜面積雪に作用する力 

(a)斜面積雪の荷重と強度、(b)地震動の水平震度 

強震度観 積雪観測場所
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※1　水平震度aは最大値、周波数は水平震度最大値での値を示す ※2 文献
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の図からの読み取り値。 ※3 データがないため、上部の積雪の密度を代用した
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度を計算した。図-5 左は、任意の積雪深さおよび周波

数における水平震度 a’を考慮した安定度 SIE’（式(4)）

と、考慮しない安定度 SI（式(2)）を比較したものであ

る。これらの事例のうち、地震動の水平震度 a’を考慮

しない場合の斜面積雪の安定度 SI（図の横軸）が 1.5 以

下の事例があり、これらは、地震発生前にすでに斜面積

雪が不安定な状態にあったと考えられる 2)。一方、斜面

積雪の安定度 SI が 1.5 以上の事例では、地震動の水平

震度 a’を考慮した安定度 SIE は 1.5 以下になった。よっ

て、これらの事例は、地震発生前は比較的安定していた

斜面積雪が、外力として地震動が加わることで不安定と

なり、雪崩が発生したと考えられる。また、図－5 右は、

式(4)による SIE’と、式(4)に地震動の水平震度 a を代入

した斜面積雪の安定度 SIE’（松澤ら 5)の式）を比較した

ものである。式(4)と松澤ら 5)の式との出力値の差を水平

震度の違いによる安定度の低下量と考えると、長野県北

部地震では 0.73～0.79 低下し、栃木県北部地震では 0.14

～0.26 低下した。以上の結果から、地震動の水平震度に

よって斜面積雪の安定度が小さくなって雪崩発生時には

1.5 以下になる、短周期の場合の安定度は長周期と比較

して小さくなる、雪崩すべり層下部の積雪深が大きいほ

ど安定度が小さくなることが示された。 

 

5．今後の取り組み 

雪崩発生条件を示す場合、斜面積雪の安定度を指標に

すると、積雪観測データに基づいて斜面積雪の安定度を

その都度見積もる必要があり実用的ではない。今後、斜

面積雪の安定度 SIE’が 1.5 以下になった場合に雪崩発生

の可能性が高くなると考え、式(4)をもとによりわかり

やすい指標、例えば斜面積雪深 Hs（図－4(a)参照）を指

標に、雪質を考慮した地震時の雪崩発生条件を示すこと

を検討する予定である。 
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図－5 斜面積雪の安定度の計算結果 左：任意の積雪深さお

よび周波数の水平震度a’を考慮した安定度SIE’（式(4)）と考慮

しない場合の安定度SI（式(2)）との比較 右：式(4)と地震動

の水平震度aの安定度SIE’（松澤ら5) の式）との比較 
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